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Ⅰ 基本方針

平成31年度予算においては、東日本大震災や近年相次ぐ大規模自然災害による「被災地の復旧・復興」、「国民の安全・安心の
確保」、「力強く持続的な経済成長の実現」及び「豊かな暮らしの礎となる地域づくり」の4分野に重点化し、施策効果の早期実
現を図る。

東日本大震災という未曾有の大災害を踏まえ、平成28年度から平成32年度までの復興・創生期間における新たな枠組みに基づ
き、復興道路・復興支援道路等の緊急整備等により被災地域の早期復旧・復興に全力で取り組むとともに、近年相次ぐ大自然災
害による被災地の復旧・復興を図るため、被災した道路の災害復旧の加速や復興を支援する道路の整備を推進する

被災地の復旧・復興（P11～12）

国民の命と暮らしを守るため、老朽化が進む道路施設について、着実な点検・措置等を適切に推進するとともに、道路の防災・
震災対策や雪害対策、代替性の確保のための道路ネットワークの整備、無電柱化等を推進する。また、生活道路・通学路や踏切、
自転車の安全対策とともに、高速道路における安全性・信頼性の向上に資する取組を推進する

国民の安全・安心の確保（P13～26）

経済の好循環を拡大し、また、平常時・災害時を問わない安全かつ円滑な物流等を確保するため、三大都市圏環状道路等の整
備・機能強化や、高速道路のIC、空港・港湾・鉄道駅などの主要拠点へのアクセスの強化等を推進するとともに、今ある道路の
運用改善や小規模な改良等のネットワークを賢く使う取組を推進するなど、社会全体の生産性向上につながる政策を計画的に実
施する

力強く持続的な経済成長の実現（P27～39）

これらの課題に対応した施策を進めるにあたっては、以下の観点に留意し取り組む。
・生産性の向上や安全・安心を含めた生活の質の向上等の「ストック効果の重視」
・道路の機能を最大限発揮するため「賢く使う」
・ＩＣＴやビッグデータ等を活用した「賢い投資」
また、コストの徹底した縮減や事業のスピードアップのためのマネジメント強化、新技術の活用などイノベーションの社会実装を
進めるとともに、既存ストックの有効活用やオープン化（道路空間・データ等）の推進に積極的に取り組む。
あわせて、重要インフラの緊急点検結果等を踏まえ、「国民経済・生活を支える重要インフラ等の機能維持」の観点から、特に緊
急に実施すべきハード・ソフト対策について、2020年度までの３年間で集中的に実施する。

地方の成長を促し、少子高齢化の制約を克服するため、「コンパクト＋ネットワーク」の考え方に基づき、「道の駅」やスマー
トIC等の活用による拠点の形成及び道路ネットワークによる地域や拠点間の連携確保を推進する

豊かな暮らしの礎となる地域づくり（P40～47）
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（単位：億円）

事業費 対前年度比 国　費 対前年度比

15,718 1.01 15,718 1.01

10,728 1.00 10,728 1.00

3,811 1.04 3,811 1.04

1,179 1.02 1,179 1.02

3,445 2.11 1,965 2.02

1,995 1.47 1,106 1.46

380 3.23 213 3.29

162 1.04 108 1.04

909 皆増 490 皆増

－ － 48 0.97

24,879 1.02 175 1.24

44,043 1.06 17,858 1.07

544 皆増 290 皆増

43 － 26 －

44,630 1.05 18,173 1.05

（臨時・特別の措置を含む場合）

1,489 皆増 1,489 皆増

45,532 1.09 19,346 1.16

防災・安全交付金（無電柱化推進計画支援事業）

補 助 率 差 額

有 料 道 路 事 業 等

小　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　（①）

社会資本整備総合交付金（交通拠点連携集中支援事業（国債義務額等））

小　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　 　　（①+②）

合 計

防災・減災、国土強靱化のための緊急対策     （②）

事 項

直 轄 事 業

改 築 そ の 他

維 持 修 繕

諸 費 等

補 助 事 業

地 域 高 規 格 道 路 、 IC 等 ア ク セ ス 道 路 そ の 他

大 規 模 修 繕 ・ 更 新

除 雪

連 続 立 体 交 差 事 業

※補助事業 国費1,965億円には、個別補助制度創設等に伴う社会資本整備総合交付金からの移行分 国費970億円を含む。

含まない場合、補助事業 国費995億円[対前年度比1.02]である。

※この他に、防災・安全交付金（国費13,173億円[対前年度比1.18]（臨時・特別の措置を除く場合 国費10,406億円[対前年度比0.94]））、社会資本整備総合交付

金（国費8,713億円[対前年度比0.98]（臨時・特別の措置を除く場合 国費8,364億円[対前年度比0.94]））があり、地方の要望に応じて道路整備に充てることが

できる。上記には、防災・安全交付金（無電柱化推進計画支援事業）及び社会資本整備総合交付金（交通拠点連携集中支援事業（国債義務額等））を含む。

※この他に、東日本大震災からの復旧・復興対策事業（国費1,744億円[対前年度比0.83]）がある。 また、東日本大震災からの復旧・復興対策事業として社会

資本整備総合交付金（国費1,226億円[対前年度比1.28]）があり、地方の要望に応じて道路整備に充てることができる。

注１．上記の他に、行政部費（国費9億円）がある。
注２．直轄事業の国費には、地方公共団体の直轄事業負担金（3,093億円（臨時・特別の措置を除く場合 2,957億円））を含む。
注３．四捨五入の関係で、各計数の和が一致しないところがある。

Ⅱ 決定概要
１ 予算総括表

[参考]公共事業関係費（国費） 通常分(A)：60,596億円（対前年度比1.01）、臨時・特別の措置(B)：8,503億円（皆増） 計(A+B) 69,099億円（対前年度比1.16）
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２ 防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策

重要インフラの緊急点検結果等を踏まえ「国民経済・生活を支える重要インフラ等の機能維持」の観点から、法面・盛土対策や
無電柱化など、特に緊急に実施すべきハード・ソフト対策について、2020年度までの３年間で集中的に実施します。

３ 地方への重点的支援について

（臨時・特別の措置：国費1,489億円）

○ 大規模修繕・更新補助制度の対象事業の要件緩和 〇 空港・港湾等のアクセス道路整備等の個別補助制度の創設
○ 連続立体交差事業の個別補助制度の創設

（参考）防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策（対策項目）

①法面・盛土 ②冠水 ③越波・津波 ④耐震 ⑤踏切 ⑥停電・節電 ⑦豪雪 ⑧無電柱化

※社会資本整備総合交付金は除く

個別補助化制度の創設・拡充に伴う補助事業費の増額（H30:974億円 ⇒ H31:1,965億円[2.02]）

③交付金による支援（重点配分対象事業）（P9,10参照）
＜防災・安全交付金による支援＞
・道路施設の適確な老朽化・地震対策 ・通学路等の生活空間における交通安全対策

＜社会資本整備総合交付金による支援＞
・ストック効果を高めるアクセス道路の整備 ・重点「道の駅」や道の駅における子育て応援に係る機能強化

①補助事業による支援
複数年にわたり計画的かつ集中的な投資が必要となる地域高規格道路の整備、大規模修繕・更新、ICへのアクセス道路の整備

等に対する個別箇所毎の支援に加え、個別補助制度の創設・拡充を行い重点的に支援を実施します。

地方公共団体からの要望を踏まえ、地方の課題解決のため、補助事業や交付金事業を適切に組み合わせ、重点的に支援します。

②防災・安全交付金（無電柱化推進計画支援事業）による支援
無電柱化推進計画（2018～2020年度）の進捗を図るため、「無電柱化推進計画支援事業」を新たに創設し、地方公共団体によ

る無電柱化の整備を計画的かつ重点的に支援します。
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４ 道路施設の着実な老朽化対策の実施について

○点検一巡を踏まえた定期点検の見直し

新技術の活用による点検方法の効率化や、損傷や構造特性に応じた着目箇所の絞り込みなどの定期点検要領の見直しを2018年
度中に行い、2019年度からの二巡目点検を実施します。

○点検実施状況について

道路施設の定期点検は、開始から４年が経過した2017年度末の実施状況で、橋梁において、80％と着実に進捗しています。

○修繕の着実な実施に向けた支援

地方公共団体においては、2014～2016年度に点検を実施した橋梁のうち、次回点検までに措置を講ずべきもの（判定区分Ⅲ・
Ⅳ）の修繕に着手した割合は約12％（2018年３月末時点）となっており、老朽化の進行により橋梁の通行規制等を増加させない
ために、早期に修繕に着手することが重要です。

メンテナンスを着実に実施するため、地方公共団体に対して、交付金を重点配分するとともに、補助事業については、大規模
修繕・更新補助制度の対象事業を拡充するほか、地方単独事業についても地方財政措置（公共施設等適正管理推進事業債）の対
象事業に一定規模以下の橋梁修繕を新たに加えるなど、財政的支援を行います。

また、市町村の多くで橋梁管理に携わる技術者がいないなどの現状を踏まえ、地方公共団体への技術的な支援を充実するとと
もに、新技術の導入により修繕工法を効率化し、インフラメンテナンスの生産性向上を図ります。

（参考１）大規模修繕・更新補助制度の対象事業の要件緩和
地方公共団体に対して、複数年にわたる集中的な支援を更に拡大するため、現行の事業要件を緩和します。
（例）市町村 修繕事業 事業費 [現行] ３億円以上 → [見直し] １億円以上 等

（参考２）公共施設等適正管理推進事業債の拡充
地方公共団体において道路の適正な管理を推進するため、地方単独事業（長寿命化事業）について、地方財政措置の対象を拡

充します。（地方債充当率：90％ 交付税措置率：財政力に応じて30～50％）

（対象事業）①舗装の表層に係る補修 ②小規模構造物の補修・更新 ③法面・斜面の小規模対策工 ④橋梁の修繕 (一定規模以下のもの)

※下線部分が拡充
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道路施設の適確な老朽化・地震対策

（道路事業における防災・安全交付金の重点配分の概要）

○踏切道の拡幅等の踏切における事故対策

歩道橋
踏切道の拡幅

自由通路

カラー舗装

⇒踏切道改良計画に基づく事業に対して特に重点的に配分

通学路等の生活空間における交通安全対策

＜対策メニュー＞
・狭さく、ハンプ等の設置

抜け道として利用する
大型車が多く危険

：要対策箇所

：通学路

＜対策メニュー＞
・自転車通行空間の整備

＜対策メニュー＞
・歩道拡幅
・無電柱化
・踏切道の拡幅
・ユニバーサルデザイン化

歩道幅員が狭く、段差があり
転倒の危険

自転車と錯綜し危険

○歩行空間の確保等の通学路における交通安全対策

⇒点検等を継続的に実施している団体が行う対策に対して特に重点的に配分
⇒ビッグデータを活用した生活道路対策に対して特に重点的に配分

○高速道路・直轄国道をまたぐ跨道橋
の耐震化

○鉄道との結節点における歩行空間のユニバーサルデザイン化

○地方版自転車活用推進計画に基づく自転車通行空間整備

○省令・告示に基づく定期点検、個別施設ごとの長寿命化計画の策定
○計画に基づく修繕・更新・撤去

⇒「定期点検」・「長寿命化計画の策定」に対して特に重点的に配分
⇒点検を計画的に実施している地方公共団体が行う
「修繕」・「更新」・「撤去」に対して特に重点的に配分

橋梁の撤去

ト
ン
ネ
ル

橋

梁

大
型
構
造
物

個別施設ごとの
長寿命化計画

橋梁の修繕跨線橋の点検

○地震時等に著しく危険な密集市
街地における道路整備

危険な密集市街地の事例

踏切の除却
（単独立体交差化など）

自転車通行空間整備

駅前広場の
ユニバーサルデザイン化

特定道路

整備後のイメージ

熊本地震の事例

落橋防止構造橋脚補強
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